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要　　旨
　本稿では、コンピタンスの 3要素であるテクノロジーコンピタンス（technology competence）、カスタマー
コンピタンス（customer competence）、リンケージコンピタンス（linkage competence）と、製品開発戦略に
おいて重要な製品アーキテクチャ概念を用いて、日本グローバル企業の新興国戦略の成功事例を提示し、韓
国企業の戦略と比較分析した。
　インド、中国、ブラジル市場の新興国市場で新興国戦略を成功させている日本企業は既存の日本国内開発
製品を現地に展開する戦略ではなく、現地ニーズを新しくセンシングして既存の自社技術と現地部品を效率
的に活用する戦略を展開しているのが明らかになった。言い換えれば、日本企業の新興国戦略は本稿で提示
している 3つのコンピタンスをフルに活用しつつ、オープンインテグラルアーキテクチャ戦略を展開してい
ることが分かる。
　一方、韓国グローバル企業の場合、オープンモジュラー製品を非常に早いスピードで展開する戦略を駆使
していると言えるだろう。そのため、韓国の成功したグローバル企業は、ブランドによる差別化戦略に注力
しており、デザインの差別化、市場別ニーズに特化した機能の差別化、タイムリー製品投入、生産と販売を
統合した SCM（Supply Chain Management）戦略を展開していると考えられる。
キーワード：製品アーキテクチャ、新興国戦略、コンピタンス、オープンインテグラルアーキテクチャ戦略

Abstract
　We focus on global strategy of Japanese and Korean global firms in emerging markets including BRICs, using 
three competences and product architecture framework.
　Successful Japanese global firms in these markets do not merely implement their domestic strategies, but also 
adopt a set of business strategies that effectively sense the target market needs and apply their technology compe-
tence to supply component parts through local suppliers in the target market regions. Japanese global firms thus 
make full use of open-integral architecture strategy utilizing linkage competence that combines both technology 
competence and customer competence in penetrating the emerging markets.
　In contrast, Korean global firms focus on open-modular products and implement brand differentiation in 
response to rapidly changing product life cycle (PLC) of their products. These differentiation strategies include 
design differentiation, functional differentiation by diverse markets, timely deployment of strategic products, and 
integration of production and marketing through supply chain management.
Key words:  Product architecture, Emerging market strategy, Competence, Open-integral architecture strategy
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１．はじめに

　かつての先進国市場の成熟化と中国、インドと
いった新興国市場が台頭している現在、グローバル
企業は事業戦略の再構築に着手し、BRICs（Brazil, 
Russia, India, China）や VISTA（Vietnam, Indone-
sia, South Africa, Turkey, Argentina）のような新興
国市場に経営資源を集中させている。しかし、こう
した新市場を開拓するためにはこれまでフォーカス
を置いてきた市場と異なるアプローチが求められ
る。実際に多くの日本企業は、BRICsなどの新興
国で成功している韓国企業に比べてはるかに早い段
階で、インド、ブラジルなどに進出したが、大きな
成果をあげることはできなかった。多くの日本企業
は品質第一の経営にもっぱら傾注してきた結果、日
本国内市場及び欧米先進国市場向けの製品は比較的
価格帯の高いのが特徴である。それゆえ、日本企業
が海外市場に進出する時、新興国市場の購買力に合
わせるために、すでに先進国市場では売れなくなっ
た古いモデルを投入するのが従来の一般的な傾向で
あった（朴，2009b；朴・天野，2011）。このよう
な日本国内市場の古いモデルを新興国市場に展開す
るといった戦略はほとんど失敗した。
　しかし、近年、日本企業の中でも成功モデルが現
れてきている。その成功には、独自的に構築してき
た高い技術力をベースに新興国の現地市場のニーズ
に対応する製品開発を推し進めたことが奏功したと
考えられる。言い換えれば、「新興国は先進国市場
に比べて後進した市場だという認識のもとで、最新
の製品群よりは、一部機能の古い製品を投入する」
という従来の戦略から脱皮して、「新興国市場には
先進国市場と異なる独特の市場ニーズが存在する」
という認識のもとで、現地顧客のニーズを吸いあげ
た製品開発を行った企業こそ成功したと言えよう。
こうした認識転換は、新興国製品開発戦略において
かつての引き算方式の戦略から、掛け算方式の戦略
へと大胆なかじ取りを意味しており、いち早くこう
した方向転換に成功した企業こそ最近の活躍の主人
公になっていると考えられる。
　本稿ではこうした問題意識に基づき、過去の新興
国市場戦略と違って、新興国の独自のニーズに合わ
せた新たな戦略的転換の事例を提示し、製品アーキ
テクチャの視点を入れて分析を行うことにする。
　そのためには、本稿では三つのコンピタンスのコ

ンセプトと製品アーキテクチャのコンセプトを提示
し、このフレームワークに基づき、グローバルで活
躍している日本企業の事例を紹介し、韓国企業の戦
略と比較分析する。言い換えれば、日本のグローバ
ル企業が本国のテクノロジーコンピタンス（compe-
tence）をいかに新興国市場のニーズに合うように
適用・展開するのかということに成功のポイントが
あると仮定する。つまり、本稿ではすでに生産、販
売している製品モデルをインド、中国、ブラジルに
どのように展開し、現地のニーズに適合した製品を
どのように提供するのかが戦略的勝敗の決め手にな
るという仮説を持っている。こうした仮説に基づ
き、従来の日本企業に欠けていたマーケットのセン
シング能力（Sensing competence）に着目し、事例
分析を行う。また、こうしたコンピタンス観点とと
もに、製品開発戦略において重要な製品アーキテク
チャのコンセプトに基づき、コンピタンスと製品
アーキテクチャの適合性に関するフレームワークを
提示し、日韓企業のグローバル成功事例を比較す
る。

２．グローバル戦略におけるコア・コンピタ
ンスと製品アーキテクチャ

2. 1　グローバル戦略におけるコア・コンピタンス
　企業の競争優位を左右する決定的なキーは、企業
の独特のリソース、あるいは有利なポジションであ
ると言える（Rumelt, 1984; Barney, 2002）。その中
でも競争企業と差別化することができるコア・コン
ピタンス（Core competence）がきわめて重要であ
る（朴，2009a）。コア・コンピタンスに関する理
論的な根拠は、アダム・スミスなど（Smith, 1776; 
Schumpeter, 1934; Coase, 1937）の時代にまで遡る
ことができる。しかし、1990年代以降 Hamel & 
Prahaladなど（Hamel and Prahalad, 1990; Morone, 
1993）により具体的に企業に適用する研究が盛ん
になっている。コア・コンピタンスは、顧客価値を
高めることができる能力、競合他社と明確な違いを
出すことができる能力、企業力を広げることができ
る能力など、ある企業が長期的に構築してきた独特
の組織能力と定義できよう（Hamel and Prahalad, 
1990）。
　しかし、多くの研究者たちによって指摘されてい
るように、ある企業の独特の組織能力は長期間にか
けてその企業に定着されて構築されるので、外部環
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境に俊敏に対応することを妨げる場合もある。すな
わち、持続的にコア・コンピタンスを見直しつつ、
外部環境に対応することができる能力を構築し得な
い時、強い組織能力はかえって“コンピタンスト
ラップ（competence trap）”、“負のコアコンピタン
ス（core incompetences）”、“コア・リジディティ
（core rigidity）”になってしまうこともある（March, 
1991; Leonard-Barton, 1992; Henderson, 1993; 
Daugherty, 1995; Helfat and Raubitschek, 2000; 
Dougherty and Heller, 2000; Danneels, 2002）。たと
えば、Abernathy & Clark（1985）と Hamel & Pra-
halad（1994）は日本とアメリカの企業を比較して、
日本企業の優れた特徴を紹介しているが、現在逆に
日本企業も新興国で成長している韓国企業などから
学ばなければならないという声も大きくなっている
（金，2010; 森，2011）。こうした歴史的事実は、日
常的なイノベーションに集中するようになれば、
ルーチンワークやチャンネルに埋め込まれている
アーキテクチャ知識が慣性化されて、容易には変わ
らないことを示している。言い換えるなら、これま
で有用だった情報フィルターにずっと寄り掛かるよ
うになり、組織及び製品・サービスに対するアーキ
テクチャ知識が陳腐化してしまい、ライバル企業の
新しいアーキテクチャによるイノベーションに対抗
することができなくなるのである。こうした問題に
対応するために 1990年代以後、強調されているの
がダイナミックケイパビリティ理論（dynamic 
capability theory）である（Teece, 1986; Teece et al., 
1990; Utterback and Suarez, 1993; Teece and Pisano, 
1994; Henderson and Cockburn, 1994; Teece et. al., 
1997; Miller and Morris, 1999; Eisenhardt and Martin, 
2000; Zollo and Winter, 2002; Zott, 2003; Lopez, 
2005; Helfat et al., 2007; Teece, 2007; Quinn and Dal-
ton, 2009）。
　前述したように、企業が所有して蓄積する知識
は、経営のルーチンやプロセスに埋め込まれてお
り、ナレッジアセット（Knowledge assets）は企業
に特有のもので、競争優位の源泉になることもある
が、組織のガバナンス構造がうまく機能できなくな
るとき、逆に一瞬にして組織の競争優位を喪失させ
る要因にもなり得る。したがって、ダイナミックケ
イパビリティ（Dynamic Capabilities）は、外部の
ネットワークと連結して新しいイノベーションの機
会を生み出す能力であり、持続的競争優位を果たす

ためのコア・コンピタンス、ナレッジアセット
（knowledge assets）を再認識・獲得する能力および
急速な環境変化に対応する能力に定義することがで
きる（Teece, 1986; Helfat et al., 2007; Quinn and 
Dalton, 2009）。このような側面で外部の環境に対す
るセンシングが非常に重要であり、外部の機会に対
する探索、ストレッチ（stretch）、レバレッジ
（leverage）する能力を取り揃えるのが重要である
（Hamel and Prahalad、1994）。本稿では、こうした
能力を三つのコンピタンスで説明する。
　Ritter & Gemunden（2003）は、組織のイノベー
ションへの影響要因として、コア・コンピタンスと
区別なしにコンピタンスを分類している。彼らは、
コンピタンスを知識あるいはスキルや質的能力
（qualification）の所有のみならず、それらを利用す
る能力であると定義している。それに基づいて、イ
ノベーションの成功に影響を与えるコンピタンスと
して、ネットワークコンピタンスとテクノロジーコ
ンピタンスとに分けている。ネットワークコンピタ
ンスは、ある組織が他の組織との関係を結合させ、
活用できるようにする能力である。ハイレベルの
ネットワークコンピタンスを持っている企業は、よ
り市場志向的なイノベーション開発の通路に沿い、
さらに革新的な製品を売るために関係志向的なマー
ケティング戦略を立てる。その結果、組織はより多
くのマーケット知識のコンピタンスを持つようにな
り、イノベーションの成功に寄与する。一方、テク
ノロジーコンピタンスとは、内部的に関わっている
最新の技術を理解・利用のみならず、探索する企業
の能力である。このコンピタンスは、新製品開発や
新製品のプロセスの活用を通して特定の企業に市場
開拓を可能にする。そのため、高いレベルの技術コ
ンピタンスを持っている企業であるほど、低いレベ
ルの技術コンピタンスを持っている企業よりはイノ
ベーションの成功はしやすくなる。Ritter & 
Gemunden（2003）のネットワークコンピタンスと
テクノロジーコンピタンスは、Danneels（2002）の
マーケットコンピタンスとテクノロジーコンピタン
スに似ていると思われる。
　本稿では、Ritter & Gemunden（2003）と Dan-
neels（2002）の定義に基づき、図 1に示すように
外部顧客を探索する能力をカスタマーコンピタンス
と定義し、彼らのテクノロジーコンピタンスのよう
に社内の技術を活用する能力をテクノロジーコンピ
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タンスと定義する。さらに、カスタマーコンピタン
スとテクノロジーコンピタンスを育てるためにマー
ケットニーズをセンシングし、資源を獲得する能
力、外部資源を組合・結合する能力、これら二つの
コンピタンスを連結する能力をリンケージコンピタ
ンス（linkage competence）と定義する。日本企業
の弱点はよく知られているように、「高機能・ハイ
クオリティーを実現する能力」であるテクノロジー
コンピタンスより、新しいマーケットへのアクセス
を可能にするカスタマーコンピタンスの欠乏にある
と言えよう。それは、商品の新しい使い方、その商
品を所有することの価値、新たなライフスタイル等
を顧客に提案する能力と言い換えることができる。
日本企業の課題は、従来の強いテクノロジーコンピ
タンスにカスタマーコンピタンスを結合して、「ア
イデアを形にする能力」であるリンケージコンピタ
ンスをいかに発揮できるようにするかであろう。こ
うしたリンケージコンピタンスは、後述する製品
アーキテクチャと連携して、現地市場に最適の製品
を提供するためのマーケットセンシング能力、そう
した人材を育てる能力を含めた製品統合能力として
機能するだろう。

2. 2　 コア・コンピタンスと製品アーキテクチャ
の適合性

　グローバルビジネス環境に対応するために、企業
はどのような戦略を打ち出すべきか。こうした企業
のグローバル戦略を検討するために、コア・コンピ
タンスのコンセプトとともに、製品アーキテクチャ
の考え方が有効である。製品アーキテクチャとは、
製品設計の基本思想であり、大きくモジュラー型と

インテグラル型に分けられる（Ulrich, 1995; Fine, 
1998; Baldwin and Clark, 2000; Fujimoto, 2003; 朴，
2010）。モジュラー型は機能と構造（部品）という
構成要素が 1対 1対応であるが、インテグラル型
の場合、多対多の関係が成立する。モジュラー型と
は異なり、インテグラル型の場合、ある要素の設計
変更はただちにほかの要素にも影響を及ぼすため、
その影響の是非を判別しながら、設計しないといけ
ないという性質を持っている。こうした製品アーキ
テクチャの基本分類軸である「モジュラー／インテ
グラル」分類に「複数企業間の提携関係」という軸
を考慮すると、「オープン／クローズド」というアー
キテクチャ分類軸を加えることができる（藤本，
2003）。ここでの「オープン」とは、自社のモジュー
ルと他社のモジュールを連結して製品を作るのが可
能な技術特性を示しており、「クローズド」とは、
自社モジュール（内製部品のような部品群）同士で
なければ連結が不可能な技術特性を持つ。「オープ
ン」提携関係の場合、他社モジュールと連結可能な
インターフェースが共通化、すなわち標準化されて
いる。一方、「クローズド」の場合は、モジュール
間のインターフェース設計ルールが基本的に当該企
業内に閉ざされている。以上の区分によって 2× 2
マトリックスの 4つのアーキテクチャタイプが導
出される。ここで、「オープンモジュラー製品」と
いった場合、モジュラー型アーキテクチャを持ち、
それに業界標準のインターフェースを持つ製品だと
言える。オープンモジュラー製品は企業を超えた
「部品結合設計」が可能で、他の企業から品質が良
い製品を集めて連結すれば、複雑な「調整」なしに
直ちに機能性の高い製品を作ることができるという

図 1　コア・コンピタンスの 3要素
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特性を持つ（Fine, 1998; Fujimoto, 2003）。これに対
して、「クローズドインテグラル製品」は複雑な「調
整」によって極限の機能性を追い求めるのが可能で
あり、理論上では上限がない。もちろん、現実には
コストと納期によって上限が設定される。
　こうした製品アーキテクチャと 3つのコンピタ
ンスとの関係を示したのが、図 2である。クローズ
ドインテグラルアーキテクチャ製品は、技術を重視
するため、テクノロジーコンピタンス優位になりが
ちである。他方、オープンモジュラーアーキテク
チャ製品の場合、製品ライフサイクルが急激に変化
するので、市場変化に敏感であり、カスタマーコン
ピタンスにより頼らざるを得ない。さらに、製品
アーキテクチャが、クローズドインテグラル製品の
場合、完成品メーカーが有利であるが、オープンモ
ジュラー製品の場合、コモディティー現象の中でコ
ンポネント企業が有利である（Christensen et al., 
2002）。デジタル化によって、グローバルビジネス
環境はクローズドインテグラルからオープンモジュ
ラーアーキテクチャへの転換を加速化させている。
オープンモジュラー製品はスピードが勝負である。
そのため、自社の技術を素早く市場のニーズに合わ
せていくリンケージコンピタンス（Linkage Com-
petence）が重要になってくる。
　一方、本稿の主題である日本グローバル企業の新
興国市場戦略の場合、従来のテクノロジーコンピタ
ンスをベースにして、新興国の厳しいニーズである
コスト制約に直面している。そのため、本稿で扱っ
ているリンケージコンピタンスをよく活用している

日本企業の製品アーキテクチャ戦略は、上記の分類
と異なる特殊な分類形態であるオープンインテグラ
ル戦略を取っているという仮説を提示する。言い換
えれば、徹底的に新興国現地の顧客ニーズを把握し
た後、コスト抑制の製品開発のために現地の部品調
逹率を高めつつ、今まで追い求めて来た品質と耐久
性目標を実現するために長期的に構築してきた日本
企業の技術を活用する能力が重要であると考える。
つまり、品質のばらつきのある現地部品と自社のコ
ア部品をすり合わせする能力こそが新興国戦略の最
も重要な能力となり得る。よって、オープンインテ
グラル戦略は、一部部品の単なる現地生産化・現地
仕様化とは異なる。品質の差のある現地部品を利用
しながらも、従来のように全体最適の品質を実現す
る能力こそ、オープンインテグラル戦略の真髄であ
る。つまり、これまで構築してきた高いテクノロ
ジーコンピタンスを活用するために、新興国市場の
ニーズをセンシングし、そのニーズを満たすための
現地部材などのリソースを探索・利用するリンケー
ジコンピタンスの構築こそがこの戦略の決め手にな
ると考えられる。
　こうした課題を分析するために、本稿で提示した
3つのコンピタンスと製品アーキテクチャのフレー
ムワークに基づき、インド、ブラジル、中国市場に
おける日本企業の戦略の成功例について検討した
後、韓国企業の戦略と比較分析する。

３．日本企業の事例

　先述したように、新興国市場を開拓するために

図 2　製品アーキテクチャと組織構成および製品開発との関係
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は、自社のテクノロジーコンピタンスと現地市場の
ニーズを調べて、いかに両者を統合させるかがポイ
ントとなる。このために、日本企業は、かつてのテ
クノロジーコンピタンス中心の国内製品開発と新興
国市場に古いモデルを展開する方式から脱皮して、
新しい製品開発を試みている。ここでは、ここ数年
著者がフィールドリサーチに参加したインド、中
国、ブラジルでの調査に基づき、日本企業の成功事
例を紹介し、韓国企業の事例と比較分析を行う。

3. 1　A社の事例
　A社は、自社のテクノロジーコンピタンスと現地
のマーケットニーズをつなげるリンケージコンピタ
ンスがすぐれた代表的な企業である。こうした戦略
をベースにして、中国、ブラジル、インドを含めた
BRICs市場をはじめ、タイ、ベトナムなどのアセ
アン市場でも圧倒的なマーケットシェアを握ってい
る。
　まず、A社は自社のテクノロジーコンピタンスを
カスタマーコンピタンスに合わせて再解釈する努力
をしている。こうした試みは中国で始まったが、現
在タイ、ベトナム、インドなどにも展開されている。
例えば、タイに販売している製品の場合、他の地域
設計と異なる部分があるわけではないが、タイの二
輪車の価格は毎年半値に落ちていた。なぜなら、中
国やインドの現地メーカーが自国以外の市場に積極
的に進出して、その市場をさらっていったからであ
る。そのため、A社はこうした状況を考慮した製品
開発を行っている。このように新興国市場ではその
市場を考慮する製品開発だけでなく、今後の新興国
以外の市場に向けた補給品の低費用化戦略を考慮し
なければならない。実際に、A社はブラジル市場で
80％程度の圧倒的なマーケットシェアを取ってい
るが、中国二輪車メーカーが市場を侵食し始めてい
る。こうした状況に対応するため、A社は国家別に
市場ニーズを吸収して、国家別製品を企画・開発し
ていた二輪車の企画・開発スタイルを見直し始めて
いる。これまでのように国家別ローカルモデルも必
要に応じて企画・開発するが、基本的には各国の
ニーズを収集した後、最大公約数的なニーズを抽出
して、これをベースにグローバルモデルを実現して
行くという戦略である。この際に、重要な戦略が新
興国市場での製品開発・生産で構築した低費用化技
術である。中国やインドという新興国の調逹インフ

ラを活用しつつ、品質、コスト、納期の観点で最善
のオプションを組み合わせて、A社の強みであるブ
ランドイメージ、環境・安全・燃費という先進技術
力、そして規模の経済を活かした製品開発戦略を展
開している。こうした戦略によって製品化されたモ
デルが数多くあるが、タイやベトナムなどのアセア
ン市場で成功した低価格モデルがWaveモデル
（Wave100, Wave 125, Wave Z, Wave α）であり、
日本国内市場にも展開されたのが PCXスクーター
モデルである。新興国の生産・調逹インフラを使い
つつ、製品コンセプトは先進国でも通用するグロー
バルモデルとして安い価格で実現したのである。
　ここでは、さらにインドでの事例を紹介する。A
社のインド拠点は、インド現地企業 H社とジョイ
ントベンチャーを形成し急速に成長して来た。
2010年現在のインド全体のマーケットシェアは
60％を超えている。このようにインド市場で A社
が高いマーケットシェアを占めることができた背景
には、ローカル企業 H社との協力である。同社は
緻密な現地顧客のニーズに基づき、徹底的なコスト
削減のための現地部品サプライヤーからの調逹比率
を高めることで、インド顧客の低価格ニーズに答え
ることができた。すなわち、基本的に日本現地開発
部門で最高の耐久性を実現することができる設計図
面を提供し、これをベースにして現地部品を徹底的
に使うことで低い価格を実現したという。
　インドでは 3－4人がバイクに乗ることは基本で
あり、3－4人が乗っても壊れない構造に設計しな
ければならず、後の座席部分の強度を高める必要性
がある。すなわち、A社の強みであるエンジンの性
能を維持しつつ、現地部品を使うことで求められる
強度まで高めたのが特徴である。A社の事例は、か
つての国内中心の製品開発アーキテクチャであるク
ローズドインテグラルから、現地のリソースを十分
に活用して製品開発を行うオープンインテグラル
アーキテクチャに変わった代表的事例であろう。

3. 2　B社の事例
　続いて、インド市場における B社の事例を紹介
する。B社のインド市場のための自動車開発戦略も
これまでの日本国内中心の製品開発を乗り越えた戦
略として知られている。B社は、1997年インドの
現地企業とジョイントベンチャーで TKM社を設立
して、世界市場やアジア市場向けに開発された車種
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をインド市場に投入するためにインドのバンガロー
ルで生産・販売してきた。こうしたモデルに対する
品質評価は高いが、インドでの同社のマーケット
シェアは数パーセントに過ぎなかった。こうした状
況を打開するために開発し始めたのが、Etiosモデ
ルの開発プロジェクトである。
　B社のこれまでのインド市場の戦略と異なり、基
本モデル価格として 100万円を切る製品開発を行
い、2011年現在認知度が高くなっているのが Etios
モデルである。Etiosモデルは、B社の新興国市場
開拓のための革新的モデルとして史上最初にプラッ
トフォーム開発を含むすべてのものをゼロベースで
始めたと知られている。
　Etiosモデルには、日本国内や欧米市場に投入し
た自動車と異なる特徴をいくつか持っている。例え
ば、日本人顧客ならエアコンの送風が直接顔に当た
ることを嫌がるが、インド人たちはむしろ体に直接
冷たい風が当たらなければならないので、冷房機能
をインド人に当たるように変えたエアコンを搭載さ
せた。こうした機能は、すでにインド家電業界を
リードしている韓国家電企業や現代キア自動車でも
取り入れているが、他社をベンチマークし、かつ顧
客調査を行うことで新しく取り入れたという点が特
徴であろう。また、インドでは車内にヒンズー教の
像を飾る人も多く、車内に専用設置空間も作ったと
される。とりわけ、素足で車に乗る傾向のあるイン
ド人たちの習性を考慮して、足がぶつかっても痛く
ないように前の座席シーツのガイドレールに樹脂で
作ったカバーを設置するとか、ほこりだらけのイン
ドの道路事情を考慮して車体下部をカバーで覆う機
能などを追加したとされる。このように、B社がイ
ンドを含めた新興国市場を攻略するためにゼロベー
スで開発した Etiosモデルは徹底的にインド現地市
場のニーズを取り入れたため、同社の発表による
と、2011年 7月現在、目標より 23％多くの注文を
受けるほど好調である。
　新興国ニーズに対応する製品開発を行うために、
当時製品開発チームはインド現地を何度も訪問し、
インド現地人開発チームと協力体制を維持したとさ
れる。2006年から製品企画をはじめ、何百人の技
術者が現地にきて、現地調査を行ったのである。具
体的に、現地人たちの自動車の乗車方法、自動車の
使い方などを観察するために、インド現地を訪問
し、Etiosモデルの場合、現地適合試験を何回も実

施した。インド消費者の選好度に合わせるために、
既存の部品とモジュールを使わないで、価格もゼロ
ベースで検討した。
　次に、こうした現地化開発のためにインド現地の
エンジニアたちと協力したのも特徴である。モデル
開発のために日本人エンジニアだけでは限界がある
という事実を悟り、現地人で構成された現地開発
チームの TKMの現地エンジニアたちと協力して開
発を進行したのである。また、新興国ニーズにおい
て重要な価格競争力のために、徹底的な現地部品調
逹及び活用能力を培ったのである。設計から社内の
生産技術および製造部門とサプライヤーが一体に
なって、部品点数を絞り、ベンチマークした他社の
車両より部品点数を 1割程度減らすことに成功し
たのである。また、従来の国内製品開発では適用し
にくいと思われた新興国で購入した素材（鉄板や樹
脂成型品など）を製品設計の工夫を通じて活用し、
大胆にコストを下げたとされる。たとえば、防錆鋼
板の仕様の場合、まずスペックを決めて、すでにイ
ンドで生産販売している Innova製品で適用試験を
行った後、新規開発の Etios製品に適用したのであ
る。また、ガソリンの価格が年々高騰しているイン
ド市場を考慮し、高性能の燃費を実現する一方、そ
の他の仕様では現地部品を活用することで徹底した
コスト削減を実現した。こうした対応によって、
Etiosの現地調逹率は約 70％に達しているが、今後
エンジンとトランスミッションも現地で製造するこ
とで現地調達の比率を 90％にする予定である。
　こうした成功事例は、従来の日本開発モデルを新
興国に展開したのではなく、本稿で提示したように
製品アーキテクチャをローカルマーケットに合わせ
て調整することで、新興国に適合したインテグラル
アーキテクチャを実現したと言えるだろう。

3. 3　C社の事例
　冒頭で新興国戦略においては、現地ニーズをセン
シングする能力が重要であると提示したが、こうし
た顧客ニーズをセンシングし、それに対応した製品
開発に成功したケースが C社の中国製品開発事例
である。
　C社の中国研究所は、2005年に現地ニーズに対
応した商品企画をするために設立された。家電製品
（冷蔵庫、洗濯機など）において現地のローカル対
応で成功した代表的事例である。同研究所の 2010
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年現在の人員構成は、中国人 9名、日本人は所長 1
名だけである。同研究所の役割はすべての家電製品
が家庭でどのように使用されているかという製品使
用環境を徹底的に調査することである。ある製品が
売れるかどうかに対して、仮説検証を通じて商品企
画で統合させている。代表的に成功した製品が、中
国の台所の入口の大きさに合わせて冷蔵庫サイズを
60cm以上から 45cmに減らした製品のケースであ
る。さらに、インドで成功した韓国 LGのような成
功ケースをベンチマークして、女性たちの化粧品を
入れるスペースを備えた製品も開発して高い評価を
受けているそうだ。
　もう一つ成功している製品開発事例として、洗濯
機に抗菌技術を取り入れたケースが挙げられよう。
この製品開発に成功するようになった過程をみる
と、研究所の中国人女性研究員の活躍が大きかっ
た。女性研究員たちは、中国人の家庭を一軒一軒訪
問して、洗濯機の使い方を徹底的に調査して、生の
データを集めた。集まったデータを分析する過程で
特別な事実が分かった。不思議なことに下着を洗濯
機で洗わず、手洗いをする人が多かったのである。
その理由を確認したところ、屋外の環境は汚く、外
部で活動するとき、着る外着には様々な細菌がくっ
ついており、外着と肌に触れる下着を同じ洗濯機で
洗えないと思っていたのである。こうした現地の
ニーズを徹底的にセンシングする能力を高めること
で、本社および現地の大学と協力して抗菌洗濯機を
開発し、洗濯機マーケットシェアを大幅に伸ばした
のである。現在、中国の成功事例を活かし、インド
でも同様な戦略を展開している。
　C社の事例は、自社の高いテクノロジーコンピタ
ンスを新興国で活用するために、現地のニーズを吸
い上げる仕組みを構築することで、テクノロジーコ
ンピタンスとカスタマーコンピタンスを統合したリ
ンケージコンピタンスを最大限に発揮した事例であ
ると言えよう。さらに、従来の国内主導のクローズ
ドインテグラル製品開発から脱皮し、現地の人材の
みならず、大学研究施設や部品など現地のリソース
を活用することでオープンインテグラルアーキテク
チャの製品開発戦略を展開することに成功したので
ある。

3. 4　D社の事例
　ブラジル電子製品市場で現在急速に成長している

製品は、携帯電話、テレビ、PC（パソコン）のよ
うな IT関連機器である。その中でも PCは、今後
も大幅に成長すると予想されている。D社は、プリ
ンターを生産・販売する企業であり、こうした PC
市場の成長に合わせて、プリンター市場においても
成長する可能性が高い。
　ブラジル市場は、国内市場保護のため、関税のよ
うな税金が高いだけでなく、販売にかかわる多様な
消費税が存在している。ブラジルで使用されるほと
んどのプリンターは、領収書の発行に使われてお
り、D社もこうした環境に対応したビジネスモデル
を開発している。たとえば、税金を取り立てるため
の領収書印刷のための用途専用で開発したプリン
ターが注目を浴びている。
　プリンター市場では、ブラジルだけでなく、多く
の新興国で HP（Hewlett Packard）のマーケット
シェアが高いのが特徴である。こうしたブラジルの
プリンター市場に日系メーカーが侵食していくとい
う構図である。コンシューマのためのインクジェッ
トプリンターでは、HP56％、D社 22％であるが、
業務用では D社が圧倒的に高い 84％を取ってい
る。こうした業務用市場で強みを発揮できたのは、
脱税を防止するシステムをプリンターシステムの中
に構築することで領収書市場を席巻したのが大きな
成功要因である。ブラジルでは、政府機関が徴税を
する手段として、必ず領収書を発行させている。こ
うした領収書の発行用途として D社のドットマト
リックスプリンターが使われている。すなわち、脱
税を防ぐために、民間企業にインボイスやレシート
を複数枚印刷して、同じドキュメントを自社、顧客、
税務当局で保管するよう義務づけている。このよう
な徴税市場は「フィスカル市場」と呼ばれるが、主
に D社のドット・マトリックスが使われてきた。
ただし、この市場も、最近、情報保管や当局への報
告を電子データによって行うように変わってきてお
り、そのような場合は、企業や店舗での複数枚印刷
の必要がないことから、サーマルプリンター（ther-
mal printer；感熱式プリンターとも呼ばれる）が好
んで使われている。D社はサーマルプリンターを利
用して、領収書情報をブラジルの州政府に送るシス
テムをソフトウェアによって実現している。
　一方、レーザープリンターおよびインクジェット
プリンターも成長しているが、インドネシアやイン
ドなどで見られるように、とくにインクジェットプ
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リンターではインクカートリッジの純正品と非純正
品市場によって大きな影響が出てくるのが特徴であ
る。同社は、東南アジアのようにすでに非純正品が
蔓延している市場では、それに対応したプリンター
機器の開発を行うことで対応したことがある。しか
し、ブラジルではまだそうした市場になっておら
ず、現在こうした課題に対応するために、地方のど
こに行っても D社のインクカートリッジが手に入
れるように、電子製品の販売店および ITディスト
リビュータだけではなく、文房具屋やショッピング
モールでも D社のインクを手に入れることができ
るようにブラジル全国での流通ネットワークを拡大
していく戦略を立てている。D社のケースからは、
現地のニーズを吸い上げて、それに合わせた製品投
入を行うという特徴が見て取れる。言い換えれば、
先進国の技術変化と異なる新興国市場に対応するた
めに、旧式のように見えるプリンターのハードウェ
アと自社独自のソフトウェア開発能力を組み合わせ
ることで、新興国市場で受け入れられる製品開発が
可能になったと言えよう。

４．韓国企業の事例

　ここでは、日本企業と比較するために新興国市場
で成功している韓国企業の事例を取り上げる。とく
に、ブラジルやインド市場で現地化を行っている E
社と F社の事例を紹介する。

4. 1　E社の事例
　韓国エレクトロニクス企業が最初にブラジルに進
出したのは 1995年頃だった。まず、韓国企業は日
本企業と同じく、税制の優遇のために、マナウス地
域に進出した。E社も 1996年に同地域に進出した。
当時の韓国企業は海外戦略の強化を目指し、欧米以
外の地域に進出しようとしていた。ちょうどインド
に進出したのも、同じ時期であった。E社は、新興
国市場のニーズを吸い上げるために、本社人材を徹
底的に活用している。たとえば、本社の人材をグ
ローバルに 1年間派遣する地域専門家制度を導入
している。
　E社がブラジルで本格的に携帯事業を始めたの
は、1999年である。ここでは、PLC（Product Life 
Cycle）が極めて短く、韓国からブラジルまでの物
流のリードタイムも長い E社のブラジル携帯事業
の成功要因について分析する。ブラジルのものづく

り環境は厳しく、ブラジルでの現地調達比率は非常
に低い。たとえば、部品の 90％以上は、中国、韓
国などの海外から調達しており、現地調達は、10％
以内である。ブラジルの法律規定によって、バッテ
リーなど部品の一部を現地から調達する必要があ
る。それにもかかわらず、ブラジルで生産せざるを
得ない最も大きな理由は、税金の問題が取り上げら
れよう。完成品の輸入関税が高いので、中国から部
品を調達する物流コストを考慮しても有利である。
　E社のブラジル携帯事業は、2008年の 5位から
2010年 1位となり、急速に成長してきた。その成
功には、SCM改革、現地対応の製品開発、営業マー
ケティングの組織強化などの要因があるが、同社で
は代表的成功要因として SCM改革を挙げている。
携帯製品の場合、3－6ヶ月に 1モデルの PLCであ
り、分単位、秒単位の生産計画が極めて重要である。
同社では、SCMが粗末なときには、空でゴミにな
る部品が多かったとされる。2000年代半ばから
SCM統合を行い始めて、E社内部のマーケティン
グと生産を統合し、続いて販売店との連携を図るこ
とで在庫を格段に減らした。その結果、製品価格も
安くなった。
　E社の SCMシステムは、2000年代半ばから推進
してきたが、2008年までは、生産とマーケティン
グとの連携が取れなかった。その結果、両者の間に
不信感が存在していた。たとえば、生産部門が販売
部門のオーダーに対応できなかったので、販売部門
は実際のオーダーを膨らませることがあった。一
方、生産部門も販売部門の情報が実際と合わなかっ
たので、販売部門のオーダー要求より少なく生産す
るという悪循環が繰り返された。
　しかし、2008年末頃、構築した E－SCMシステ
ムによって、生産計画と販売計画が互いに視えるよ
うになり、また大きな販売店とも EDI（Electronic 
Data Interchange）を経由してつながるようになり、
リアルタイムで毎日の販売状況が分かるようになっ
た。その結果、SCMの精度が非常によくなった。
こうした SCM改革によって、実質的に成果が現れ
て、ブラジルの携帯モデル数を格段に減らすことが
できた。かつては、1モデル 3000台しか売れなかっ
たモデルも生産していたが、SCM改革によって
マーケティングと生産との統合ができるようにな
り、ブラジル市場でよく売れる携帯モデルに特化す
るようになった。2010年現在の基本携帯モデル数
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は、50モデルである。
　こうした SCM改革によって、生産部門も携帯モ
デルの数が少なくなり、販売部門のオーダー要求に
対応しやすくなった。携帯製品の新製品投入は、基
本的に 3か月のサイクルをベースにしており、開発
および生産時間も非常に短くなっている。さらに、
ブラジルでは物流移動距離が他地域より長いので、
モデル数が少なければ少ないほど、変動を抑えるこ
とができる。以上のように、販売と生産の間の
SCM統合によって、マーケティング情報が開発、
生産、購買につながり、その結果、携帯モデルの数
が減ることでヒット製品の登場も増加している。E
社のケースは、SCMによって PLCが短くなってい
る携帯製品に対応した典型的な例である。

4. 2　F社の事例
　F社は 1997年にインドに進出した。主要製品別
の F社の市場シェアを見ると、カラーテレビ、冷
蔵庫、洗濯機、エアコン、電子レンジなど主要な家
電分野では 1位を占めており、PC、携帯電話
（GSM）などの分野でもトップ 3にランクされてい
る。F社がインドで成功した要因として、社内では
三つの要因があるとされている。第一に世界水準の
品質を持つ製品を生産したこと、第二にインド市場
において製品やビジネスの徹底的な現地化努力を
行ったこと、第三にインドで強力なディーラー網を
構築し、農村地域まで販売網を広げたことである。
F社の市場戦略の経緯を整理すると、参入当初、上
位 5％に相当する上位層をターゲットとしたプレミ
アム戦略をとっていた。しかしその後は、一方で上
位層のブランド構築を重視し、市場への影響力を高
めつつ、他方でインド中間層に向けた市場浸透戦略
と現地化戦略を大胆に実行に移してきた。
　F社の現地化戦略はある経営者のリーダーシップ
によるところが大きい。F社の初期現地法人社長は、
先行する日本企業との競争に勝つには、製品の現地
化を徹底的に進め、彼らと差別化できる商品を現地
市場により多く投入するよりほかないと考えた。同
氏は、現地適合製品を市場に供給するために、R & 
Dの現地化が不可欠であると考えていた。そのた
め、長期的構想を持って、現地 R & Dチームを育
成し、現地顧客ニーズに迅速に対応する体制を整え
てきた。その特徴は、R & Dの現地化と現地人材
育成活動をリンクさせてきたことである。

F社は現地適合製品の開発を行うために、既に進出
していたソフト開発会社とも協力し、ローカルデザ
インチームを立ち上げた。彼らによって生みだされ
た製品がクリケットゲームとマルチ言語対応機能を
入れたカラーテレビである。
　また、冷蔵庫の開発では、1ドアの製品開発に力
を入れた。F社の 1ドア冷蔵庫の製品ラインは 15
色のモデルを有しており、インド市場向けと中東・
アフリカ市場への輸出を目的としている。多様なデ
ザインを用意しており、例えばインド人が好きな花
柄のデザインの冷蔵庫も発売している。これ以外に
も、ドアロック機能を持つ冷蔵庫、エア浄化フィル
ターを備えたエアコン、ネズミの侵入を防ぐ箱構造
を持つ洗濯機、不安定な電圧に耐えるコンデンサ、
それを使った電子レンジなど、インドの顧客ニーズ
に対応した製品や部品の開発に次々と取り組んだの
である。
　むろん、LG電子のインド市場での現地開発にお
いても、部品の設計変更などは、本社の開発による
ところもある。しかし、現地適合製品開発の主たる
権限が現地側にあり、現地側の開発資源を多く活用
している点が、特徴である。現地の消費者の行動や
心理を最もよく知る現地スタッフを選び、彼らに
マーケティングや製品開発の業務の多くを任せ、思
い切って権限を付与したことが、現地適合製品創出
のポイントになった。
F社はまたスポーツマーケティングにも力を注いで
いる。インドで人気のあるスポーツであるクリケッ
ト大会を 10年以上も後援し、ブランドの認知度を
高めることに成功した。　また、こうした活動を具
体的に製品化したのが、クリケットゲーム付テレビ
である。
　最後に、インドにおける流通・サービス網の構築
にも触れておきたい。F社の流通・サービス網は、
まさに「クモの巣」のようにインド全域に張りめぐ
らされている。F社は支社の人員の半分をアフター
サービス要員として雇用し、主婦も販売員として採
用してきた。家庭に入った女性を販売社員として積
極的に活用することは当時のインドでは珍しい試み
であったが、家電製品の主な使用者である女性を販
売部隊に取り込むことで、家庭の主婦層へのアプ
ローチも可能になり、そこに眠る家電の潜在需要を
掘り起こし、販売を拡大することが可能になった。
また彼女らの意見は製品開発部隊にもフィードバッ
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クされ、現地適合製品開発の貴重な情報源となって
いる。こうした F社のケースは、市場ニーズをセ
ンシングし、現地の開発力を高めることでリンケー
ジコンピタンスを育成した代表的事例である。言い
換えれば、オープンモジュラーアーキテクチャに近
い自社の製品群の競争力を高めるために、現地ニー
ズを反映したインド現地でのすり合わせ開発を行う
ことでオープンインテグラルアーキテクチャを実現
したと言えよう。

５．日本企業と韓国企業の新興国戦略比較

　本稿では、コア・コンピタンスの 3要素として、
テクノロジーコンピタンス（technology compe-
tence）、カスタマーコンピタンス（customer 
competence）、リンケージコンピタンス（linkage 
competence）を提示した。ここでは、こうした 3つ
のコア・コンピタンスと製品開発戦略の重要な決め
手となる製品アーキテクチャ概念を統合して、日本
と韓国のグローバル企業の新興国戦略の事例を比較
分析することに焦点を合わせる。
　韓国企業のグローバル化には、最初に各国・地域
へ社員を送り込み、現地の文化や生活習慣を事前に
徹底研究してからデザインやマーケティングに注力
するという普遍的なパターンが見られる。つまり、
最初から膨大な費用がかかる技術的な先行投資を手
掛けることはせず、綿密な現地文化・習慣の研究結
果に合わせる形で、欧米先進国や日本など先進国が
開発した技術を習得しアレンジするのである。この
ようなグローバル・マーケット戦略が、グローバル

市場において韓国企業を成功に導いた成功要因だと
いえよう。
　特に韓国企業のうち、E社は現地文化・習慣研究
を社内制度化した「地域専門家制度」によって、新
興国市場のニーズをセンシングしている。これが現
地ニーズに合致した製品の開発や積極的な広告宣伝
と結び付き、新興国市場を中心にしたブランド化の
成功をもたらしたと思われる。また、先進国の先行
技術を習得するにあたっては、先進国の既製品を技
術や機能の観点で分解し、グローバル・ニーズに合
わせて分解した機能を再定義する戦略をとってい
る。例えば、新興国市場に対してはハイエンド機能
をそぎ落とし価格を抑えた製品を供給するなどして
適正価格で販売する戦略を採用し、先進国市場では
差別化した機能を多様なマーケティング戦略（ス
ポーツマーケティングなど）を通してアピールして
いる。その際、差別化した機能を実現する技術が自
社に無い場合は、外注や外製、特許の取得や技術提
携、技術を持った企業の買収といった技術面での
オープン戦略をとる。
　このように、韓国勢は欧米や日本のような基礎研
究をベースとしたイノベーションよりは応用研究に
興味がある、という姿勢を自ら明確にしている。そ
のことを象徴的に表すのが、R & Dならぬ R & BD
（Research & Business Development）という E社独
特のコンセプトである。これは、基礎研究は欧米と
日本に任せ、デザインやマーケティングなど販売に
直結する領域に注力するという姿勢を表している。
　また、グローバル・サプライチェーンとデフレ傾

図 3　成功している日本企業と韓国企業の新興国戦略モデル
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向が進展する近年の消費者向け製品市場では、国内
外を問わず、製品の品質を決めるのはメーカーでは
なく顧客（最終消費者）であるというパワーバラン
スの逆転が起こりつつある。その結果、メーカーが
高品質を自賛しても、とくにグローバル市場におい
ては消費者に選ばれないという事態が起きている。
こうした状況が進むにつれて、これまで多くの日本
企業はきりのない過剰品質を追求しているとはい
え、さらに、グローバル市場である程度の地位を維
持するため、高付加価値製品であっても量産技術に
よるコストダウンを行い、その結果、たたき売り状
態となって利益を犠牲にしているという現状があっ
た。
　そのような現状の打開策として、本稿で取り上げ
てきた日本企業も韓国の E社と F社のように、イ
ノベーションを（自社ブランドの製品で）囲い込ま
ず、オープンにして新興国のリソースを活用する戦
略を展開している。本稿ですでに検討してきたよう
に、主にインド、中国、ブラジルなどの新興国市場
で急速にシェアを拡大している韓国企業は、従来の
ように国内で開発した製品を現地に展開する戦略で
はなく、現地ニーズを新しくセンシングして、既存
の自社技術と現地部品を効果的に活用する戦略（3
つのコア・コンピタンスの統合的活用）を構築した
ことが明らかになった。また、これを実現する具体
的な製品アーキテクチャ戦略として、日本企業の場
合、独特の強みであるインテグラルアーキテクチャ
開発能力に、現地部品企業の不安定な品質を吸収し
て低い製品価格と日本企業の強みである一定の水準
以上の品質を具現するオープンインテグラル戦略を
展開したことが分かる。
　一方、韓国グローバル企業の場合、オープンモ
ジュラー製品を非常に早いスピードで展開する戦略
を駆使していると言えるだろう。たとえば、韓国の
E社と F社のような電子企業が新興国で展開してい
る製品は、オープンモジュラーアーキテクチャに近
く、こうした製品の場合、PLCが非常に急激に短
くなることが特徴である。そのため、PLCの導入－
成長－成熟－衰退のサイクルを素早く回転させること
で、ブランドによる差別化戦略に注力している（朴，
2011；朴・天野，2011）。具体的に、デザインの差
別化、市場別ニーズに特化した機能の差別化、タイ
ムリー製品投入、生産と販売を統合した SCM（Sup-
ply Chain Management）戦略を展開していると考え

られる。

６．まとめ

　本稿では、コンピタンスの 3要素であるテクノロ
ジーコンピタンス（technology competence）、カス
タマーコンピタンス（customer competence）、リン
ケージコンピタンス（linkage competence）と製品
開発戦略において重要な製品アーキテクチャ概念を
統合したフレームワークを提示し、新興国戦略で成
功している日本グローバル企業の事例を紹介し、韓
国企業の戦略と比較分析した。
　本稿では、BRICs市場と言われるインド、中国、
ブラジル市場の日本グローバル企業の事例を中心に
検討したが、新興国戦略を成功させている企業は既
存の日本国内開発製品を現地に展開する戦略ではな
く、現地ニーズを新しくセンシングして既存の自社
技術と現地部品を效率的に活用する戦略を展開して
いるのが共通の特徴である。また、これを実現する
具体的な製品アーキテクチャ戦略として、日本企業
の場合、独特の強みであるインテグラルアーキテク
チャ開発能力に、現地部品企業の不安定な品質を吸
収して低い製品価格と日本企業の強みである一定の
水準以上の品質を具現するオープンインテグラル戦
略を展開したことが分かる。
　一方、韓国グローバル企業の場合、オープンモ
ジュラー製品を非常に早いスピードで展開する戦略
を駆使していると言えるだろう。そのため、新興国
市場で成功している韓国のグローバル企業は、ブラ
ンドによる差別化戦略に注力しており、デザインの
差別化、市場別ニーズに特化した機能の差別化、タ
イムリー製品投入、生産と販売を統合した SCM
（Supply Chain Management）戦略を展開していると
考えられる。
　このような日本および韓国企業のグローバル戦略
はそれぞれの組織特性と密接な連携を持っており、
こうした組織特性に相応しい戦略を展開する企業が
成功事例として登場していると考えられる。今後
は、両国企業の組織体制までを考慮した分析が求め
られる。この分析は今後の課題として取り組みた
い。
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